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渕恵三元総理が、1998 年 10 月に金大中大統領とともに「日韓共同宣言」を、11 月には訪
日中の江澤民主席と「平和と発展のための友好協力パートナーシップの構築に関する日中
共同宣言」を発表して隣国との協調関係を意思表示したことは日本外交の転機となりうる
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はアジアにないからである」とコメントした５。




























　さらには、2010 年 10 月 30 日にベトナムで開催された第５回｢東アジアサミット｣（EAS）
では、この地域により密接に関与しようという、ロシア連邦とアメリカ合衆国が表明した











はこの提案を重視し、1991 年 10 月、15 年～ 20 年程度の時間で、300 億米ドルを調達し、
多国間協力で開発し、３億人の人々が受益する図們江下流地域開発計画を正式に発表した。
これは、北東アジアを中心とする東アジア経済協力構想の試みの一つといえる。












が核となる基地都市、ということを含める。国際都市の人口は 1.1 万（1990 年）から 300
万（2020 年予想）に達し、小デルタの人口は 30 万（1990 年）から 480 万（2020 年予想）




























































　2009 年８月 30 日に８、中国国務院は、『中国図們江地域協力開発計画要綱―長吉図（長春・
吉林・図們江）を開発開放先導区とする』を国家戦略として批准した９。対象期間は 2020
年までであり、この開発開放先導区は、吉林省の大都市である長春市、吉林市および図們
江地域を含む帯状の地域で、総面積は 2.36 万平方 km、人口は約 770 万人、経済総量は吉










８　2009 年 11 月 16 日の新華社電によって世界で注目されたようであった。












シアによって ASEAN が結成された。1984 年にブルネイ、1995 年にベトナム、1997 年に
ラオスとミャンマー、そして 1999 年にカンボジアが新たに加盟して、10 か国体制になった。
　1992 年にシンガポールで開催した ASEAN の首脳会議で、EU や北米自由貿易協定
（NAFTA）などの地域経済圏への対抗を図る AFTA12 を正式に決定し、1993 年から 2008
年までの15年で実現することとした。AFTAはASEAN6の時代に発足したものであるが、
その後 ASEAN10 に広げた 13。
　1994 年、ASEAN に東アジアで連携を図りはじめる動きがあった。前述したマレーシ




マレーシア、フィリピン、シンガポール）は 2015 年から 2010 年に前倒しとなり、新規加盟４か国
























出所：「日本の指導力　アジア期待」『読売新聞』2010 年７月 17 日朝刊より。
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めると、EASG において ASEAN+3 を東アジアサミットへ進展させることが議論され、
同時に貿易と投資の自由化を見据えた東アジアの協力体制の促進が検討され始めた。また、
2004 年に ASEAN との共催で中国 ASEAN 博覧会（CAEXPO）が広西チワン族自治区で
開催されるなど、中国と ASEAN の経済緊密化は急進展している。加えて、同年の中国
ASEAN 首脳会議では、中国・ASEAN 戦略パートナーシップ行動計画を発表し、あわせ
て双方は 2005 年から段階的に関税を引き下げることとなった。ASEAN 原加盟国６か国














　2003 年 11 月に、EASG は長期的目標としての東アジアサミット（EAS）について提起し、
2005 年 12 月の第１回 EAS（マレーシア・クアラルンプールにて）では、結局 ASEAN+3
のみならず、南アジアのインド、大洋州のオーストラリア、ニュージーランドも参加し、
計 16 か国による開催となった。
　2007 年の第２回東アジアサミットでは ASEAN+3 による自由貿易協定（FTA）構想
を中国と韓国が提唱したのに対し、日本は東アジアサミット参加国による経済連携協定
（EPA）である「東アジア包括的経済連携協定（CEPEA）」構想を提唱した。
　その間、東アジア地域協力は中国と ASEAN の間で、着実に動いてきた。中国 WTO
加盟の翌年、中国と ASEAN は FTA の枠組み協定（ACFTA）に調印し、2004 年 11 月
に物品貿易協定（2005 年７月に発効）、2007 年１月に、サービス貿易協定（2007 年７月
に発効）、2009 年８月には投資協定に調印した（署名から６カ月後に発効）。2010 年１月
20 日に ACFTA が発効し、ASEAN 原加盟６か国と中国との貿易における全貿易品目の
約９割で関税を撤廃した。これは人口規模で世界最大となる約 19 億人の自由貿易圏が生
まれたといわれている。
　中国と ASEAN との経済緊密化の急進展につれ、日本と ASEAN との包括的経済連携
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東アジア経済協力における三つの可能性について
協定（AJCEP）は、2005 年４月に交渉を開始し、2007 年８月に大筋で合意し、2008 年４






















































A 国と B 国、かつ A 国と C 国の間には、協定があり、ただし、B 国と C 国の間には、協




















2010 年１月 31 日時点の『世界と日本の主要な FTA 一覧』23 によると、発効済みのもので
は、共通点として、日中韓はそれぞれ ASEAN と FTA を結んだが、日中韓には、両国間
の FTA さえもまだできていないからである 24。
　そして、ASEAN との FTA は別として、日本のメキシコ、チリ、スイス、中国のチリ、
パキスタン、ニュージーランド、韓国のチリ、インド、EFTA 加盟国（アイスランド、
ノルウェー、リヒテンシュタイン、スイス）の FTA を見ると、いずれも自国から遠い国



















継続するものとされている。日韓の間では、2002 年７月に共同研究会を開始し、2003 年 12 月に交














　各国間の経済格差は通常１人あたりの GDP を用いており、その変動係数 27 ではかる。
　2009 年における１人あたりの世界諸国 GDP を見ると、EU27 が 33,465 米ドル（変動係
数が 0.651）、NAFTA3 が 36,743 米ドルで（変動係数が 0.519）、日中韓３は 7,214 米ドル（世
界平均の 8,594 米ドルより低く、変動係数が 0.736）で、ASEAN10 はわずか 2,557 米ドル




江蘇、浙江の６省・市だけは、経済力には１人あたりの GDP が 7,000 米ドルを超え、経
済規模が中国の GDP 総額の 36% を占めるため（ASEAN10 を超え、韓国の２倍）、日韓
両国と FTA 結成の実力を持つといえる。また、中国では、経済格差が大きいので、規模
26　NAFTA が発効されてから、メキシコの農業分野には深刻な影響が及んでいる。当初、メキ































29　1992 年９月、サンフランシスコで開催された PECC（PacificEconomicCooperationConference ＝
太平洋経済協力会議）で提起。
30　程恩富「中国区域経済与亜太合作的戦略構想」『当代経済研究』1994 年第５期。









33　「限界のある鳩山版『東アジア共同体』構想」『北京週報日本語版』2009 年 10 月 19 日。http://j.people.
com.cn/94474/6788165.html
34　森嶋通夫前掲書 p.109 をご参照。



















い。2009 年には、ASEAN の GDP 総額は、計 14,854 億米ドルで、世界の 2.6% しか占め
ていない（これに対して EU27 と NAFTA3 は、それぞれ 28.7%、28.3%）。ASEAN の１
人あたり GDP は、わずか 1,276 米ドルにすぎない（これに対して EU27 と NAFTA3 は、
それぞれ 33,465 米ドル、36,743 米ドル）。「小馬拉大車（駒が大きな馬車を引くこと）」と
譬えられ、東アジアを主導できるかは疑問である。確かに、ASEAN は、EU のように良


























て、両国の GDP の合計が世界 GDP 総額の 17.3%、ASEAN+3 の 81.3% を占めるため、両
国は、東アジア共同体を主導する実力があるといえる。
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